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顧客特性に対応した事業戦略

半導体ソリューション
IT・ネットワーク

統合ソリューション

顧客・マーケットにフォーカスしたソリューションの提供

事業特性に応じた財務戦略事業特性に応じた財務戦略

財務基盤の強化・株主価値の向上

１.  NECグループの経営方針１.  NECグループの経営方針

IT
ソリューション

ネットワーク
ソリューション

・ システムLSI
・ 個別半導体
・ 化合物半導体

NECおよびグループ企業 NECエレクトロニクス
およびグループ企業

事
業
・
技
術
シ
ナ
ジ
ー

事
業
・
技
術
シ
ナ
ジ
ー
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NECの組織体制と知的資産R&Dﾕﾆｯﾄの位置づけ
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マーケティングユニット

知的資産Ｒ＆Ｄユニット

海外ユニット

ものづくり革新ユニット

ソフトウェア事業推進ユニット

中央研究所
ｿﾘｭｰｼｮﾝ開発研究本部
知的資産事業本部
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システムデバイス研究所システムデバイス研究所

インターネットシステム研究所インターネットシステム研究所

システムプラットフォーム研究所システムプラットフォーム研究所

メディア情報研究所メディア情報研究所

ＮＥＣヨーロッパ Ｃ＆Ｃ研究所ＮＥＣヨーロッパ Ｃ＆Ｃ研究所

基礎・環境研究所基礎・環境研究所

生産技術研究所生産技術研究所

ＮＥＣ Laboratories America, IncＮＥＣ Laboratories America, Inc

ＮＥＣ中国研究院ＮＥＣ中国研究院

ＮＥＣヨーロッパ ネットワーク研究所ＮＥＣヨーロッパ ネットワーク研究所

中央研究所
國尾武光執行役員

中央研究所
國尾武光執行役員

研究企画部研究企画部

Ｒ＆ＤサポートセンターＲ＆Ｄサポートセンター

生産技術

ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ

ﾐﾄﾞﾙｳｪｱ

ｱｰｷﾃｸﾁｬ

ＩＰ/回路

ﾃﾞﾊﾞｲｽ/構造

プロセス

材料・実装
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中央研究所の概要
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ＮＥＣの
研修体系

２．NECの人材育成体系
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全社共通研修

主に、マネジメント
力や、階層別の基
礎実務強化、
のための研修体系
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ＳＥ系のＮＣＰ体系

（NCP：NEC Certified Professional）

・専門職向けの資格型の制度で、
上席プロには役員並みの報酬

・昇格制度にリンクさせて運用
・各レベル毎に30～50時間の

技術研修義務付け
・HW技術者にも展開中

・新規技術、イノベーションへの
結びつきは弱い



9

ビジネスユニット個別研修の変化

総合技術研修総合技術研修

２０００年以降２０００年以前

・通信技術コースの例

有線通信工学、無線通信工学、

交換工学、通信システム制御、
システムLSI、
ディジタル信号処理

週１日１年間の座学

総合的、体系的技術の取得を目指した
内部講師主体の先端技術研修

個別細分化された入門的内容で、外部講師
主体の基礎的、演習的研修

・ブロードバンドNW系の研修例
基礎技術研修（新入社員向け）

IP技術研修、トランスポート技術研修、

移動通信システムの基礎、ルータ入門コース

ソフトウェア技術研修

Linux技術入門（Web学習）、Linux技術演習、

Linuxカーネル動作技術、Linux移植技術入門

Cisco技術者資格認定トレーニング、

CCNPアップデートコース

コンピュータアーキテクチャ入門

SAN/NUSの基礎、RAS技術（大型）

インターネットを支える技術（新入社員向け資料のみ）

IP技術動向情報（情報案内のみ）

NGN技術動向セミナー

通信技術に関わる総合的
内容で、技術の融合も理解
しやすい

部分化、細分化され、IT-NW統合など融合
技術の学習にはなり難い

通信技術関係
（部分、入門）

OS関係
（Linux演習）

資格関係

コンピュータ系
（部分、入門）

ビジネスユニット個別研修ビジネスユニット個別研修

１講座数回の座学による講義
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• 過去（2000年以前）

– 上司（主任・課長）がOJDを通して（約１０年間）、部下（担当）を育成

– 必要とする技術は日進月歩であったが、基本となる技術に急激な変

化が無かった。→上司が部下の技術教育を実施可能

– 時間をかけ、通信技術領域のゼネラリストを企業内で育成できた

– 企業に資金的余裕があり、技術研修所を運営できた

• 現在（2000年以降）

– 急激な技術変化で、教育すべき必要技術体系化が進んでいない

– 全体をつなぐ統合化技術の確立が遅れている

– 現場の優秀な技術者に業務が集中し、OJDが有効化していない

– 技術体系化遅れ・資金余裕不足で、技術研修機能が縮小

– 標準化、知財等に強い人材が不足

メーカが直面している人材育成上の課題
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１．研究所のミッションの明確化
-メジャーな事業へのメジャーな貢献

２．強いコアテクノロジーの育成方針明確化
-サイエンスに立脚した強いテクノロジーの育成
-強いコアテクベースの競争力あるアプリケーション実現

３．求める研究者像の提示
- ビジョン創出人材と技術コンピタンス創出人材

４．育成の仕組み作り
- OJDを中心とした育成活動の再構築 等

３． 中央研究所の人材育成施策例

オープン化、グローバル競争の進展
新たな成長機会への期待

新たな成長事業の創出につながる研究開発
大型成果を生む新技術創出力と事業化力の強化

事業環境の変化：

研究開発への要請

人材育成施策：
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強いコアテクノロジーの創出

サイエンスに立脚した強いテクノロジーの育成
- サイエンスの取りこみにために、産官学連携を積極的に推進

強いコアテクノロジーをベースに競争力のあるアプリケーションを実現
- コアテクノロジーの組み合わせ利用と複数アプリへの展開

事業（果実）

サイエンス

アプリケーション

コア
テクノロジー

形態論

多変量
解析

音韻論

音声学

統計科学

数学
言語学

知能情報学

認知科学

ナノ物性
半導体物性

材料物性

表面物性

グラフ
理論

物理
数理物理

数理科学

経営学

記号論 論理学

システム工学

ｾｷｭﾘﾃｨ

ﾓﾊﾞｲﾙ
ｻｰﾋﾞｽ

LSI実装 映像認識

量子IT
ﾓﾊﾞｲﾙ
ｼｽﾃﾑ

高品位
映像Web

ｻｰﾋﾞｽ

音声認識
ｸﾞﾘｯﾄﾞ

モバ
イル

４０G

IT･NW統合
ｻｰﾋﾞｽ基盤

ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ
ｻｰﾋﾞｽ基盤

音声コンタクト
センター

ｷｬﾘｱNW
ｾｷｭﾘﾃｨ

携帯端末

ﾌﾞﾛｰﾄﾞ
ﾊﾞﾝﾄﾞNW

AV符号化

Web
ｻｰﾋﾞｽ基盤

ﾕﾋﾞｷﾀｽ
ｼｽﾃﾑ

装置実装

他社・大学・国研他社・大学・国研

技術の補完
（新しいｼｰｽﾞ・強い技術の

取り込み等）

仲間作り（標準化等）

開発投資リスクの分散

Time To Marketの
短縮

【他機関連携の目的】働きかけ

技術の
取り込み

ﾃﾞｰﾀ
ﾏｲﾆﾝｸﾞ

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ放送
ｼｽﾃﾑ

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ
AV-PF

AV符号化

ｵﾝﾄﾛｼﾞｰ

おいしい果実（事業）を産み出すには、土壌（サイエンス）に深い根（テクノロ
ジー）をはり、太い幹（アプリケーション）を持つ樹木を育てなければならない
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求める研究者像と育成の在り方求める研究者像と育成の在り方

事業化力

（着想力、研究実行力）

研究開発遂行の
基盤能力の獲得

研究者としての独り立ちと、
世界レベルの成果出し

事業化に向けた
新規提案と実行

新事業領域開拓
と世界トップ成果

ビジョンの
創出

技術ｺﾝﾋﾟﾀﾝｽ
の創出

卓越人材

着想力×
自立性

理解力×
協調性

多分野掌握力

技術評論型

集団行動型

広視野企画型

研究実行力×事業化力

自己アイディア
実現執念型

ビジョン創出や技術コンピタンス創出に卓越した
人材を育成

→メジャーな事業へのメジャーな貢献を可能にする
人材力（着想力、研究実行力、事業化力）の強化に注力

２年目 ５年目 主任
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新任G6研修

特別
ＭＢＡ
講座

イノベーション
マネジメント
（MOTV）

研究マネジメント選択研修
・研究開発テーマ設定
・研究プロセスマネジメント
・チームマネジメント力強化

海
外
業
務
研
修

ロジカル
ライティング

マネー
ジャー

級

部内
部長級

事業
部長級

ユニット／研究所 個別研修

担当

主任級

海外
留学

新任主任研修
プレゼン
テーション

英
語
力
強
化

ﾒﾝﾀﾙ
ﾍﾙｽ
労務
管理
研修 チームリーダ研修

・MBA（MOT）のﾌﾚｰﾑﾜｰｸ
・変革ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌのｹｰｽｽﾀﾃﾞｨ
・ｺｰﾁﾝｸﾞ・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽｷﾙ

役割グレード
候補者研修

NEC
経営

ｱｶﾃﾞﾐｰ
社外交流研修

（選択）

全社共通研修

主任研修

中期研修（３年）

初期研修（２年）

卓越
人材
研修

必修 自主/推薦 必修 自主/推薦

研究所関連の人材育成研修 ：新規導入研修

若手
研修
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若手、主任、卓越研修の定義

１）若手研修 （全体レベルアップ）
着想力、研究実行力の強化を目的とする。

若手研究員に１ランク上の力を付けて貰うために、指導員の下に

全員必修で実施する。

３）卓越人材研修 （上級育成）
所が向かうべき重点領域のﾋﾞｼﾞｮﾝﾘｰﾀﾞ、ｺﾝﾋﾟﾀﾝｽﾘｰﾀﾞを育成する。

この領域にしかるべき人材を投入して伸ばしたいという所毎の意志に

基づいて、選抜により高度な業務をアサインする。

２）主任研修 （自己レベルアップ）
着想力、研究実行力のさらなる強化に加え、事業化力の強化を目指す。

主任本人の成長意欲が最重要であり、本人のチャレンジに基づいて行う。

本人が中期的に目標とする研究者像に向け、場等を設定してチャレンジ

してもらうが、その方向性は所／ＴＧの方針や中期計画に沿う。
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若手研修の考え方

２） ５年目までは、着想力/専門力の獲得を最重点に進める

４） 指導員のｻﾎﾟｰﾄを得る

３）ＯＪＤ的育成を主体に進める

・指導員は、原則所属チームの
上司から選ぶ
・指導員は職務として育成を遂行
する。育成成果は業績評価の対象
とする

・若い時の着想力、専門力の深い獲得が、その後の成長に有効

・ ５年目以降は、事業化力の強化
を意識して、多様な育成を展開

・業務の中でこそ真に鍛えられる

ビジョンの
創出人材

技術ｺﾝﾋﾟﾀﾝｽ
の創出人材

事業化力

着想力、専門力

２年目
ﾚﾍﾞﾙ

５年目
ﾚﾍﾞﾙ

求める
人材像

着想力/専門力ﾍﾞｰｽ

の全体ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ

１） 全員参加とする
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３） 研修の実行と評価、報告会

１） 研修の種類 （研究員修士卒の例）

初期研修： （１－２年目）
目標 ： 研究開発遂行の基盤能力の獲得
指導員：主任 or 主任研究員

中期研修： （３－５年目）
目標 ： 研究者としての独り立ちと、世界レベルの成果出し
指導員：チームリーダ or 主任研究員

・能力キャリアレビューに合わせて、評価、計画見直しを行う

・この研修は能力開発を目的に行うものであり、能力の向上による行動

内容をもって人事評価とリンクさせる （困難な課題へのチャレンジを尊ぶ）

・２年目、５年目の終了時に報告会を開催する。この報告会では、業務
成果ではなく、能力達成状況の評価や今後の方向性の議論をする

若手研修の制度内容

２） 研修目標の設定と実行
・受講者、指導員、上司（部長）の合意の基で、育成計画表を作成し実行
・目標設定では、所別に設定された要求能力、育成方法を参照の事
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主任研修の考え方

２）着想力、研究実行力のさらなる強化に加え、事業化力の
強化を目指す（多様な能力の獲得）。

４） 指導員は付けない。
（外部に学ぶ；留学、MOT 他）

３）中期的にどのような研究者に
なりたいかを本人が考え、そこ
からチャレンジすべき育成の
場/機会を検討して提案する。

ビジョンの
創出人材

技術ｺﾝﾋﾟﾀﾝｽ
の創出人材

事業化力

着想力、専門力

若手
研修

主任
研修

求める
人材像

事業化に向けた
新規提案と実行

１） 挙手による参加とする （チャレンジ心を尊ぶ）

５）研修終了時に報告会を開催
する（成果、経験の横展開）。
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良かった点
・後輩を教える風土復活の兆し

研究所にはOJDの機能する部分が残っている

・育成への計画的、戦略的対応の意識向上
・将来技術への挑戦の意識が高まってきた

課題
・トップの強い意志があって初めて動ける
・それでも育成には手が回りにくい

優秀な指導者が忙しすぎる

・通常業務に縛られる
本当のチャレンジにまだ至っていない

・新領域は教えにくい
上手い研修アイテムが無い
外部との連携、外部研修頼り

新規導入研修の課題



20

４．まとめ

大学

優秀人材の供給

経営層（CTO）

管理層

技術層

必要能力 育成手法

研修所（大学）型
基礎知識の教授
高度先端技術の提供
実務教育の徹底

塾型
MOT・MBAの教育科目
ケーススタディの徹底
実践経験の提供

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ人材：

① 経営リテラシー
② 社会変化の先読み
③ 複数技術の融合力
④ 先端技術の理解力

ﾃｸﾉﾛｼﾞ
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ人材：

① 幅広い技術基礎知識
② 深い専門技術知識
③ 高い知識吸収力

と発想力

技術の方向性を見定めて
新たな事業を打ち出せる

コンセプトリーダ

技術力、発想力に
優れた技術リーダ

人材像

１） 必要とする人材は、①CTOレベルのコンセプトリーダと、②若手、中堅の
技術リーダ。

２） 特に若手、中堅の技術リーダ育成が最重要課題と考える。
３） 若手、中堅の育成は研究所でも簡単ではなく、ましてや事業部では緊急の

課題である。
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研究所の運営スキーム

「事業戦略と研究戦略の整合」を目的に、2001年度から
「R&Dフレームワーク」を導入

重点研究

①委託内容の要望

②要望への回答、新規提案

③議論 将来・基盤技術
研究評価会議

提案

研究ライン
ＢＵ

本社

関係会社

評価委員
として参加

研究所
研

究

所

ＢＵ
・
関
係
会
社

事業戦略 研究戦略整合

Ｒ＆Ｄフレームワーク

将来・基盤技術研究

研究テーマ・投資額決定プロセス（半期毎）

中期計画 技術戦略

反映

成長戦略

BU:ﾋﾞｼﾞﾈｽﾕﾆｯﾄ

（付録）人材育成にも関連する研究施策例
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3つのValidationに基づく研究立案と遂行
(1) Market Validation(1) Market Validation

NECにとっての開発技術の最適市場最適市場を開拓するために、選定したﾀｰｹﾞｯﾄ市場と
その市場進化市場進化を洞察・検証すること
最適市場：最適市場：技術的な観点だけから見た最適な市場ではなく、NECの事業戦略、事業構造から見て最適な市場であ

ることが重要

市場進化：市場進化：ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ時代の現在においては、市場環境は容易に進化・変革するため、当初想定していた市場が、
いつの間にか魅力のないものになってしまうことが起こり得るという理解が必要

(2) Technology Validation(2) Technology Validation
開発すべき技術を明確にするために、ﾋﾞｼﾞﾈｽﾕﾆｯﾄ(BU)のMake or BuyMake or Buy戦略との戦略との
整合性整合性や、当社固有の生産ｲﾝﾌﾗ当社固有の生産ｲﾝﾌﾗが受け取れる技術との整合性を検証すること
Make or BuyMake or Buy戦略との整合性：戦略との整合性：事業部門がBuyすると決定した技術を開発しても受け手は存在しないので、BUの

Make or Buy戦略を確認しながら開発していくことが重要。また、Make時は関連技
術の過不足や、技術の筋の良さを常に検討することが重要

当社固有の生産インフラ：当社固有の生産インフラ：開発技術が受け取られるか否かは、製造設備やｿﾌﾄｳｪｱ開発環境などといったNEC固
有の生産ｲﾝﾌﾗに大きく依存するという理解が必要

(3) Business Model Validation(3) Business Model Validation
提案するﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ提案するﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの正当性を証明するために、NEC事業構造における収益収益
性確保の根拠性確保の根拠を検証すること
提案するﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ：提案するﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ：NECだけでなく、その顧客やｴﾝﾄﾞﾕｰｻﾞｰまで含めたﾄｰﾀﾙな範囲で利益をあげることが可能

なﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙを提案するということが必要

収益性確保の根拠：収益性確保の根拠：研究所であっても、事業として収益性、利益を確保できるかどうかを提示することが求められ
る。収益性の算出に際しては、研究所のみでなく事業部門との連携やｺﾝｻﾙといったﾌﾟﾛの視
点を交えて検討することが必要
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マーケット
の進化

技術潮流（将来ﾏｰｹｯﾄと技術ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ）

将来マー
ケット

将来マー
ケット

将来マーケット

t
技術

技術
技術技術

×

技術

技
術

ﾛｰ
ﾄﾞﾏ

ｯﾌ
ﾟ

現マーケット

技術

技術

技術

技術

技術

技術

技術

技術

技術

技術

技術

将来・基盤技術研究

事業部門
での開発

重点研究

市
場

リ
ス

ク

技術リスク

マーケット/
事業機会

t

新規

既存 新たな成長

新たなマーケット

これまでの
マーケット

技術潮流事業戦略・ニーズ

新たなマーケッ
トに必要な技術

これまでの事業戦略・ニーズを重視した研究活動に加えて、新たな将来マーケット/
事業機会を想定した研究活動の強化が必要

アプローチの一つとして 「１０年後を見据えた有望な将来マーケットを定めた上で、
その実現に向けた技術的な道筋を描く活動（＝技術潮流策定活動）」を新たに実施し、
中期研究戦略へ反映

保有技術の内、どの技術を強化すべきか？/どの新しい技術を育成すべきか？

“技術潮流”の策定
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• 異分野知識の取り込みや異なる技術レイヤでの融合促進を通じて、新し
いコアテクノロジー領域を開拓

• 社外組織の積極的な活用やグローバルな組織連携を通じて、コアテクノ
ロジーの深耕を加速

オープンイノベーションの推進

■標準化活動、ＮＰの推進
－NGN、ﾓﾊﾞｲﾙNW標準化活動
－EU-Pjへの参画（ｸﾞﾘｯﾄﾞ等）

■標準化活動、ＮＰの推進
－NGN、ﾓﾊﾞｲﾙNW標準化活動
－EU-Pjへの参画（ｸﾞﾘｯﾄﾞ等）

異分野知識の取り込み異分野知識の取り込み 異なる技術レイヤでの融合促進異なる技術レイヤでの融合促進

■他企業との共同研究・事業化
－ Ｔ社（MRAM）
－ V社（ﾌｨｼﾞｶﾙｾｷｭﾘﾃｨ）・・・等

■他企業との共同研究・事業化
－ Ｔ社（MRAM）
－ V社（ﾌｨｼﾞｶﾙｾｷｭﾘﾃｨ）・・・等

■異分野との積極的なｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝ
－Ｔ大学（社会インタラクション）
－ （金融工学、等）

■異分野との積極的なｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝ
－Ｔ大学（社会インタラクション）
－ （金融工学、等）

■国内外大学との基礎領域でのｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝ
－Ｍ工科大（量子ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ）
－Ｔ科学院（知識情報処理）

■国内外大学との基礎領域でのｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝ
－Ｍ工科大（量子ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ）
－Ｔ科学院（知識情報処理）

新しいコアテクノロジー領域の開拓新しいコアテクノロジー領域の開拓

コ
ア
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
の
深
耕

コ
ア
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
の
深
耕

■NEC Technology Forum開催■NEC Technology Forum開催

■大学、国研との共同研究推進
－ﾅｼｮﾅﾙﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄへの参加

（次世代ｽﾊﾟｺﾝ要素技術等）

■大学、国研との共同研究推進
－ﾅｼｮﾅﾙﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄへの参加

（次世代ｽﾊﾟｺﾝ要素技術等）

■社内海外研連携
－共同Pjの推進、人材交流

■社内海外研連携
－共同Pjの推進、人材交流

グローバル組織連携グローバル組織連携 社外組織の活用社外組織の活用
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